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	【問】A社とB社は、ともに代表取締役の甲が発行済株式の全てを保有する株式会社です。
	A社は、100%子会社のC社の株式を全てB社に譲渡するに当たり、譲渡価額決定の参考にするため、C社株式の時価を法人税基本通達9-1-14（「本通達」）により評価することにしました。具体的には、C社を財産評価基本通達（「評価通達」）178の小会社（「小会社」）に該当するものとして、その株式を同通達179（3）により、同180の類似業種比準価額と同185の1株当たりの純資産価額を用いて評価する方式（＝類似業種比準価額×0.5＋1株当たりの純資産価額×0.5。以下「併用方式」）で評価するつもりです。この...
	【問1】C社は評価通達178(1)の大会社に該当します。C社の類似業種比準価額の計算上、類似業種の株価等に乗ずる斟酌割合は、大会社の割合(0.7)あるいは小会社の割合(0.5)のどちらを使うのでしょうか。
	【問2】C社は100%子会社のD社の株式を有しており、D社は評価通達178（1）の大会社に該当します。この場合、C社の純資産価額の計算上、D社株式の価額はどのように評価すべきでしょうか。
	【回答】
	１．結論
	（1）【問1】について、斟酌割合は、実際の会社規模である大会社に応じた割合（0.7）を使用します。
	（2）【問2】について、D社が小会社に該当するものとして、その株式を純資産価額又は併用方式による評価額のいずれか少ない金額により評価します。
	２．解説
	(1)本通達とその逐条解説の位置づけ
	本通達は、気配相場のない(非上場)株式の評価損を計上する場合の期末時価の算定方法を定めているものですが、関係会社間で非上場株式の売買を行う際の適正価額の算定においても準用されています。本通達により評価を行う場合には、【問1】や【問2】のような疑問が生じるため、具体的な取扱いを説明した逐条解説の確認が不可欠です。この逐条解説の内容は、令和2年3月24日最高裁判決を受けて同8月に行われた所得税基本通達59-6の改正と、その改正について同9月に国税庁が公表した「趣旨説明」（情報）に合致するように変...
	(2) 類似業種の株価等に乗ずる斟酌割合（【問1】）
	本通達では、非上場株式の価額を評価通達の準用により評価する場合の留保条件を定めており、このうち本通達の(1)では、株式の価額につき評価通達179の例により算定する場合、その法人がその株式の発行会社にとって同通達188の(2)の「中心的な同族株主」（簡単に言うと、議決権割合が25%以上となる特殊関係グループに属する同族株主をいいます。）に該当するとき（本問のA社はC社の中心的な同族株主に該当）は、「その発行会社（C社）は常に同通達178に定める「小会社」に該当するものとしてその例によること。」...
	（3) 子会社株式の評価（【問2】）
	株式を評価する会社が子会社株式を有している場合に、本問のD社におけるC社のように、その会社がその子会社にとって上記(2)の「中心的な同族株主」に該当するときは、その子会社も「小会社」に該当するものとして、純資産価額方式又は純資産価額方式と類似業種比準方式の併用方式のいずれかの方式により評価します。評価通達179(1)では、大会社に該当する会社の株式は、中心的な同族株主の保有する株式でも、原則、類似業種比準価額が評価額とされます。しかし100%子会社の株式を評価する場合には、その子会社が大会社...
	なお、D社株式を併用方式により評価する場合の斟酌割合は、実際の会社規模である大会社に応じた0.7となります（参考：「11訂版　法人税基本通達逐条解説」866頁～867頁）。　　（担当：山崎　信義）

